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(1)　排水戸数 戸

(2)　年間有収水量 ㎥

(3)　一日平均排水量 ㎥

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

議案第３４号

令和８年度　南会津町下水道事業会計予算

　（総　則）

第１条　令和８年度南会津町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

２,８２７

６０１,３１８

１,６４７

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　入

　第１款　下水道事業収益 ４６９,３４７

　　第１項　営 業 収 益 １５７,４５５

　　第２項　営 業 外 収 益 ３１１,８８９

　　第３項　特 別 利 益 ３

支　　　　　　　出

　第１款　下水道事業費用 ４６４,６０１

　　第１項　営 業 費 用 ４３２,９０８

　　第２項　営 業 外 費 用 ２８,６８９

　　第３項　特 別 損 失 ４

　　第４項　予 備 費 ３,０００
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

１,９２５千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額のうち１,９２５千円で補填するものとする。）。

収　　　　　　　入

　第１款　資本的収入 ３０９,００５

　　第１項　企 業 債 １２１,４００

　　第２項　補 助 金 １７４,５２４

　　第３項　負 担 金 ５８１

　　第４項　補 償 金 １２,５００

支　　　　　　　出

　第１款　資本的支出 ３１０,９３０

　　第１項　建 設 改 良 費 １１１,４０６

　　第２項　企業債償還金 １９９,５２４

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１０,０００千円と定める。

下水道事業債 ６６,４００ 千円 証書借入 ５．０％以内
 ３０年以内（うち据置期間５年以内）
 借入先の条件による。 

資本費平準化債 ５５,０００ 千円 証書借入 ５．０％以内
 ２０年以内（うち据置期間３年以内）
 借入先の条件による。

下水 2



(1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

(1)　職員給与費 千円

(1)　運営費に係る補助金 千円

(2)　人件費に係る補助金 千円

(3)　建設改良のために発行された企業債の償還金利子に係る補助金 千円

(4)　建設改良のために発行された企業債の元金償還金に係る補助金 千円

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

　金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

１３,７６０

　（他会計からの補助金）

第９条　事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

７０,０００

８,０８１

２１,４３４

１４４,５２４

令和８年３月５日提出

南会津町長　　渡　部　正　義
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余　白  
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令和８年度南会津町下水道事業会計  

予算に関する説明書
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令和８年度南会津町下水道事業会計予算実施計画

(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

下水道事業収益 1. 469,347

157,455 1. 営業収益

157,145 1. 下水道使用料

310 2. その他の営業収益

311,889 2. 営業外収益

105 1. 受取利息及び配当金

99,515 2. 他会計補助金

211,725 3. 長期前受金戻入

544 4. 雑収益

3 3. 特別利益

1 1. 固定資産売却益 存目

1 2. 過年度損益修正益 存目

1 3. その他特別利益 存目

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

下水道事業費用 1. 464,601

432,908 1. 営業費用

21,930 1. 汚水管渠費

1 2. ポンプ場費 存目

78,155 3. 処理場費

18,264 4. 総係費

314,057 5. 減価償却費

1 6. 資産減耗費 存目

500 7. その他営業費用

28,689 2. 営業外費用

21,434 1. 支払利息及び企業債取扱諸費

7,255 2. 雑支出

4 3. 特別損失

1 1. 固定資産売却損 存目

1 2. 災害による損失 存目

1 3. 過年度損益修正損 存目

1 4. その他特別損失 存目

3,000 4. 予備費

3,000 1. 予備費

款 項 目 備　考予定額

下水 7



(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

資本的収入 1. 309,005

121,400 1. 企業債

121,400 1. 企業債

174,524 2. 補助金

174,524 1. 補助金

581 3. 負担金

581 1. 工事負担金

12,500 4. 補償金

12,500 1. 補償金

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

資本的支出 1. 310,930

111,406 1. 建設改良費

77,850 1. 汚水管渠建設改良費

33,555 2. 処理場建設改良費

1 3. 営業設備費 存目

199,524 2. 企業債償還金

199,524 1. 企業債償還金

款 項 目 備　考予定額
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（単位：円）

令和８年度南会津町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 176,726 固定資産の取得による支出 △ 101,278,181

減価償却費 314,057,000 国庫補助金等による収入 43,081,000

資産減耗費 1,000 投資活動における未収金の増減額（△は増加） 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 25,000 投資活動における未払金の増減額（△は減少） 0

引当金の増減額（△は減少） 16,000 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 58,197,181

長期前受金戻入 △ 211,725,000

受取利息 △ 105,000 ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

支払利息 21,434,000 企業債による収入 121,400,000

未収金の増減額（△は増加） △ 1,159,336 企業債の償還等による支出 △ 199,524,000

未払金の増減額（△は減少） 0 補助金による収入 144,524,000

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 3,915,200 財務活動によるキャッシュ・フロー 66,400,000

小　　　計 118,451,738

利息の受取額 105,000 資金増加額（又は減少額） 105,325,557

利息の支払額 △ 21,434,000 資金期首残高 151,464,322

業務活動によるキャッシュ・フロー 97,122,738 資金期末残高 256,789,879
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１　総括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

(人） (人）

2 6,932 4,400 11,332 2,428 13,760

2 6,589 4,142 10,731 2,239 12,970

343 258 601 189 790

区  分 扶養手当 住居手当 通勤手当 超勤手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 

本年度 131 417 1,994 1,776 82

前年度 131 397 1,875 1,657 82

比　較 20 119 119

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

（単位：千円）

職員数 給与費

本年度

前年度

比　較

区　分 法定福利費 合　　計

手当の
内　訳
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特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

(人） (人）

2 6,932 4,400 11,332 2,428 13,760

2 6,589 4,142 10,731 2,239 12,970

343 258 601 189 790

区  分 扶養手当 住居手当 通勤手当 超勤手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 

本年度 131 417 1,994 1,776 82

前年度 131 397 1,875 1,657 82

比　較 20 119 119

　(1)　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

職員数 給与費

本年度

前年度

比　較

区　分 法定福利費 合　　計

手当の
内　訳
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２　給料及び手当の増減額の明細

(千円) (千円) （千円）

給　料

 平均昇給率　　 1.14%

 　　　 　　　　　　 　　 (昇給号数) (人数)

4号 2人

（その他） （計）

本年度　　　　　2人 2人

前年度　　　　　2人 2人

増　減　　　　　

手　当 

 昇給号給別職員数

 職員数の異動状況（会計年度任用職員除く）

（現に在職する職員数）

 期末手当0.025月分引き上げ

 勤勉手当0.025月分引き上げ

区　分　
増減額 増  減  事  由  別  内  訳　　 　　　 説            明　　　 　　

備                   考　　　　　　　　　　 

給与改定に伴う増減分 255
会計年度任用職員
以外の職員の給与改
定

255  給与改定の実施時期　　　令和7年4月1日

会計年度任用職員
以外の職員の昇給

そ の 他 の 増 減 分 68
会計年度任用職員
以外の職員の異動等

68

制度改正に伴う増減分 27
会計年度任用職員
以外の職員期末勤
勉手当率等の改正

27

そ の 他 の 増 減 分 231
会計年度任用職員
以外の職員の異動等

231

343

昇 給 に 伴 う 増 加 分 20 20

258
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３　給料及び手当の状況

287,950

293,400

34.0

273,550

279,000

33.0

（単位：円）

一般行政職 技能職 労務職

高 校 卒  　　204,000 217,300 198,200 204,000 217,300 198,200

大 学 卒  　　236,700 236,700

　(1)　職員１人当り給与

　平 均 給 料 月 額 　（円）　

  平 均 給 与 月 額 　（円）　

  平   均   年   齢　 （歳）　　　

　平 均 給 料 月 額 　（円）　

  平 均 給 与 月 額 　（円）　

  平   均   年   齢　 （歳）　　　

　(2)　初任給

一般会計の制度

区　　分　　　　　　　　 　　　　　　　　 事務・技術職 技能労務職 備　　考

令和８年１月１日 現在

会計年度任用職員を
除く

令和７年１月１日 現在

区　分　 　 　事務・技術職 技能職 労務職
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級　 　 職員数 (人) 構成比 (％)

６　　級　 

５　　級　 

４　　級　 

３　　級　 1 50.0 

２　　級　 

１　　級　 1 50.0 

合　　計　　 2 100.0 

６　　級　 

５　　級　 

４　　級　 

３　　級　 1 50.0 

２　　級　 

１　　級　 1 50.0 

合　　計 2 100.0

※端数処理の関係上、構成割合の合計が100％と一致しない場合があります。

（級別の標準的な職務内容）　 

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

　(3)　級別職員数

事務・技術職

区分

区　　　　　分　　　　　　 

事務・技術職
主事
技師

副主査
係長
主査

専門員

課長補佐
主任主査

課長
参事
課長

令和８年１月１日 現在

令和７年１月１日 現在
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職 員 数 （Ａ） (人） 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人） 2

２号給　（人）

３号給　（人）

４号給　（人） 2

６号給　（人）

８号給　（人）

（％） 100.0

職 員 数 （Ａ） (人） 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人） 2

２号給　（人）

３号給　（人）

４号給　（人） 2

６号給　（人）

８号給　（人）

（％） 100.0

　(4)　昇給

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　　　　　　　分　　　　　　　  　　　　　 事務・技術職

昇 給 号 給 別 内 訳

昇 給 号 給 別 内 訳

本

年

度

前

年

度
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６月 (月 分) 12月 (月 分）

本 年 度　　 2.325 2.325 4.650 有

前 年 度　　 2.300 2.300 4.600 有

一般会計の制度 2.325 2.325 4.650 有

区　　分　　　　　　 　　　　　

扶養手当　　　　　　 　　　　

住居手当　　　　　　 　　　　

通勤手当　　　　　　 　　　　

　(5)　期末手当・勤勉手当

支　給　期　別　支　給　率　　　 　　　　 

　(6)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　(7)　その他の手当

一般会計制度との異同 差  異  の  内  容　　　 

同　　　一

同　　　一

同　　　一

区　　分　　　 支給率計(月分)
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考

区　　分　　　 
20年勤続の者

(月 分)
25年勤続の者

(月 分)
35年勤続の者

(月 分)
最 高 限 度

(月 分)
そ  の  他  の
加 算 措 置 等　 

備　　　考 

支給率等　 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職

特例措置
 (2％～20％加算）

一般会計の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上 同上
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左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

千円 千円 千円 千円

令和８年度から

令和12年度まで

債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額事　　　項 限　度　額

上下水道事業包括業務委託 ４７,５５０ ４７,５５０ ４７,５５０
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余　白  
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令和８年度南会津町下水道事業予定貸借対照表

（ 令 和 ９ 年 ３ 月 31 日 ）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産 円 円 円 円

イ 土 地 146,441,815

ロ 建 物 1,320,714,221

減 価 償 却 累 計 額 △ 638,505,143 682,209,078

ハ 構 築 物 15,405,974,149

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,064,632,152 8,341,341,997

ニ 機 械 及 び 装 置 3,061,139,640

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,804,136,833 257,002,807

ホ 車 両 運 搬 具 1,667,240

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,583,878 83,362

ヘ 建 設 仮 勘 定 128,699,000

有 形 固 定 資 産 合 計 9,555,778,059

(2) 無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 0

無 形 固 定 資 産 合 計 0

固 定 資 産 合 計 9,555,778,059
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2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 256,789,879

(2) 未 収 金

イ 営 業 未 収 金 18,137,795

ロ 営 業 外 未 収 金 0

ハ そ の 他 未 収 金 30,000,000 48,137,795

貸 倒 引 当 金 △ 1,715,457 46,422,338

流 動 資 産 合 計 303,212,217

資 産 合 計 9,858,990,276

下水 21



負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

1,139,420,908

固 定 負 債 合 計 1,139,420,908

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

173,896,549

(2) 未 払 金

イ 営 業 未 払 金 30,000,000

ロ そ の 他 未 払 金 6,000,000 36,000,000

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 943,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 188,000 1,131,000

流 動 負 債 合 計 211,027,549

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

イ 国 庫 県 等 補 助 金 7,498,552,083

収 益 化 累 計 額 △ 4,073,255,886 3,425,296,197

ロ 企業債元金償還金繰入金 1,225,826,928

収 益 化 累 計 額 △ 848,842,373 376,984,555

ハ 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 69,480,000

長 期 前 受 金 合 計 3,871,760,752
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繰 延 収 益 合 計 3,871,760,752

負 債 合 計 5,222,209,209

資 本 の 部

6 資 本 金 4,792,682,281

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 県 補 助 金 50,410,605

資 本 剰 余 金 合 計 50,410,605

(2) 利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 △ 206,311,819

利 益 剰 余 金 合 計 △ 206,311,819

剰 余 金 合 計 △ 155,901,214

資 本 合 計 4,636,781,067

負 債 資 本 合 計 9,858,990,276
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予算説明書における注記 

 

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ　有形固定資産 

・減価償却の方法 

定額法による。 

・主な耐用年数 

建物　　　　　　　15～50 年 

構築物　　　　　　10～50 年 

機械及び装置　　　９～20 年 

車両運搬具　　　　　　５年 

ロ　無形固定資産 

・減価償却の方法 

定額法による。 

　　　　・主な耐用年数 

　　　　　　ソフトウェア　　　　　５年 

（２）引当金の計上方法 

イ　退職給付引当金 

福島県市町村総合事務組合に加入しており、追加的な負担金は一般会計が負担するため、退職給付引当金は

計上しない。 

ロ　賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額（12 月から３月までの４か月分）を計上している。 
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ハ　法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、

当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４か月分）を計上している。 

ニ　貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（３）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理方式による。 

 

２　予定貸借対照表等に関する注記 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定があるものを

含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 1,313,317 千円である。 

 

３　セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

南会津町下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、林業集落排水

事業及び簡易排水事業の５つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

 事業区分 事業の内容

 公共下水道事業 公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する事業

 特定環境保全公共下水道事業 特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する事業

 農業集落排水事業 農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する事業
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（２）報告セグメントごとの営業収益等 

　　　当事業年度（自　令和８年４月１日　　至　令和９年３月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業区分 事業の内容

 林業集落排水事業 林業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する事業

 簡易排水事業 簡易排水事業における処理区域で汚水を処理する事業
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４　その他 

（１）引当金の取崩し 

イ　賞与引当金の取崩し 

令和８年度において、期末手当及び勤勉手当として 2,827 千円を支給するため、賞与引当金 931 千円を取り

崩している。 

ロ　法定福利費引当金の取崩し 

令和８年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 562 千円を支払うため、法定福利費引

当金 184 千円を取り崩している。
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令和７年度南会津町下水道事業予定貸借対照表

（ 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産 円 円 円 円

イ 土 地 146,441,815

ロ 建 物 1,320,714,221

減 価 償 却 累 計 額 △ 615,992,925 704,721,296

ハ 構 築 物 15,402,701,422

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,780,499,572 8,622,201,850

ニ 機 械 及 び 装 置 3,030,634,186

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,796,724,631 233,909,555

ホ 車 両 運 搬 具 1,667,240

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,583,878 83,362

ヘ 建 設 仮 勘 定 61,199,000

有 形 固 定 資 産 合 計 9,768,556,878

(2) 無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 0

無 形 固 定 資 産 合 計 0

固 定 資 産 合 計 9,768,556,878
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2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 151,464,322

(2) 未 収 金

イ 営 業 未 収 金 16,978,459

ロ 営 業 外 未 収 金 0

ハ そ の 他 未 収 金 30,000,000 46,978,459

貸 倒 引 当 金 △ 1,690,457 45,288,002

流 動 資 産 合 計 196,752,324

資 産 合 計 9,965,309,202
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負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

1,191,917,457

固 定 負 債 合 計 1,191,917,457

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

199,521,746

(2) 未 払 金

イ 営 業 未 払 金 30,000,000

ロ そ の 他 未 払 金 6,000,000 36,000,000

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 931,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 184,000 1,115,000

流 動 負 債 合 計 236,636,746

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

イ 国 庫 県 等 補 助 金 7,498,552,083

収 益 化 累 計 額 △ 3,958,844,886 3,539,707,197

ロ 企業債元金償還金繰入金 1,081,302,928

収 益 化 累 計 額 △ 751,528,373 329,774,555

ハ 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 30,315,454

長 期 前 受 金 合 計 3,899,797,206
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繰 延 収 益 合 計 3,899,797,206

負 債 合 計 5,328,351,409

資 本 の 部

6 資 本 金 4,792,682,281

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 県 補 助 金 50,410,605

資 本 剰 余 金 合 計 50,410,605

(2) 利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 △ 206,135,093

利 益 剰 余 金 合 計 △ 206,135,093

剰 余 金 合 計 △ 155,724,488

資 本 合 計 4,636,957,793

負 債 資 本 合 計 9,965,309,202
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令和７年度南会津町下水道事業予定損益計算書

（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 から 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 まで）

1 営 業 収 益 円 円 円

(1) 事 業 収 益 139,870,000

(2) そ の 他 の 営 業 収 益 266,364 140,136,364

2 営 業 費 用

(1) 汚 水 管 渠 費 8,489,834

(2) ポ ン プ 場 費 11,343,163

(3) 処 理 場 費 83,238,106

(4) 総 係 費 22,473,482

(5) 減 価 償 却 費 311,538,196

(6) 資 産 減 耗 費 1,000

(7) そ の 他 営 業 費 用 454,545 437,538,326

営 業 利 益 （ △ は 営 業 損 失 ） △ 297,401,962

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 98,585

(2) 他 会 計 補 助 金 115,063,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 210,933,134

(4) 雑 収 益 432,317 326,527,036

4 営 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 21,434,000

(2) 雑 支 出 7,078,000 28,512,000 298,015,036

経 常 利 益 613,074
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5 特 別 利 益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 1,000

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 1,000

(2) そ の 他 特 別 利 益 301,000 303,000

6 特 別 損 失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 1,000

(2) 災 害 に よ る 損 失 602,000

(3) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,000

(4) そ の 他 特 別 損 失 4,232,727 4,836,727 △ 4,533,727

当 年 度 純 利 益 （ △ は 当 年 度 純 損 失 ） △ 3,920,653

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 （△は前年度繰越欠損金） △ 202,214,440

その他の未処分利益剰余金変動額 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 （△は当年度未処理欠損金） △ 206,135,093
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実施計画に関する明細書
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令和８年度南会津町下水道事業会計予算明細書

収　　　入
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 493,363469,347 △24,016下水道事業

 1.営業収益 154,147157,455 3,308収益

 1.下水道使用 153,857157,145 3,288 157,145下水道使用 下水道使用料

料 料

 2.その他の営 290310 20 160手数料 排水設備指定工事店更新手数料

業収益 150雑収益 集落排水加入金

 2.営業外収益 339,213311,889 △27,324

 1.受取利息及 1105 104 105預金利息 預金利息

び配当金

 2.他会計補助 130,43499,515 △30,919 78,081他会計補助 70,000運営費補助金

金 金 8,081人件費補助金

21,434利子繰入金 下水道事業債利子償還補助金

補助金

 3.長期前受金 208,320211,725 3,405 114,411国庫県等補 長期前受金収益化額（国庫県等補助金）

戻入 助金戻入

97,314企業債償還 長期前受金収益化額（元金償還補助金）

元金繰入金

戻入

 4.雑収益 458544 86 544その他雑収 462町有建物貸付料

益 82日本下水道協会負担金

 3.特別利益 33 0

 1.固定資産売 11 0 1土地売却益 存目

却益

 2.過年度損益 11 0 1過年度損益 存目

修正益 修正益

 3.その他特別 11 0 1その他特別 存目

利益 利益
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支　　　出
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 491,878464,601 △27,277下水道事業

 1.営業費用 459,281432,908 △26,373費用

 1.汚水管渠費 8,74321,930 13,187 3,792給料 一般職（１人）

1,932手当 一般職

84　通勤手当

228　超過勤務手当

835　期末手当

744　勤勉手当

41　寒冷地手当

527賞与引当金 一般職賞与引当金

繰入額

1,206法定福利費 1,196一般職共済組合納付金

10一般職公務災害補償基金納付金

105法定福利費 一般職法定福利費引当金

引当金繰入

額

91旅費 普通旅費

1,179通信運搬費 541電話回線料

638遠隔監視装置通信料

7,685委託料 ポンプ設備維持管理業務委託料

24手数料 ＣＡＤプログラム保守料

166賃借料 104設計積算システム使用料

62作業車両借上料

1,663修繕費 990マンホール修繕料

500ポンプ設備修繕料

173遠隔監視装置修繕料

2,969動力費 ポンプ設備電気料

19保険料 建物災害共済保険料

572負担金 519一般職退職手当負担金

53職員研修等負担金

 2.ポンプ場費 13,4321 △13,431 1委託料 存目

下水 37



支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 3.処理場費 102,40878,155 △24,253 80備消品費 施設維持管理用備消品費

79燃料費 公用車等燃料費

1,467光熱水費 施設水道料

480通信運搬費 90電話回線料

390遠隔監視装置通信料

46,873委託料 96消防設備点検委託料

654電気工作物保安業務委託料

18,579脱水汚泥処分運搬委託料

27,544施設維持管理業務委託料

92手数料 6自動車検査手数料

86浄化槽法定検査手数料

2,650修繕費 2,500施設修繕料

150公用車修繕料

24,819動力費 施設電気料

920薬品費 消毒塩素剤購入費

688保険料 644建物災害共済保険料

44自動車損害保険料

7雑費 自動車重量税

 4.総係費 23,15318,264 △4,889 3,140給料 一般職（１人）

1,525手当 一般職

47　通勤手当

189　超過勤務手当

660　期末手当

588　勤勉手当

41　寒冷地手当

416賞与引当金 一般職賞与引当金

繰入額

1,034法定福利費 1,028一般職共済組合納付金

6一般職公務災害補償基金納付金
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

83法定福利費 一般職法定福利費引当金

引当金繰入

額

109旅費 普通旅費

24備消品費 事務用備消品費

278印刷製本費 12複合機印刷代

266業務用紙等印刷代

228通信運搬費 156郵便料

72電話回線料

9,504委託料 上下水道事業包括業務委託料

721手数料 473口座振替等手数料

218窓口収納手数料

30振込手数料

662賃借料 257ＯＡ機器リース料

388公営企業会計システム使用料

17口座振替データ伝送システム使用料

515負担金 430一般職退職手当負担金

58日本下水道協会負担金

12福島県下水道協会負担金

10全国町村下水道推進協議会負担金

5農業集落排水事業推進協議会負担金

25貸倒引当金 貸倒引当金

繰入額

 5.減価償却費 311,044314,057 3,013 314,057有形固定資 有形固定資産減価償却費

産減価償却

費

0無形固定資 無形固定資産減価償却費

産減価償却

費

 6.資産減耗費 11 0 1固定資産除 存目

却費
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 7.その他営業 500500 0 500雑支出 過年度下水道使用料還付金

費用

 2.営業外費用 25,21928,689 3,470

 1.支払利息及 21,14121,434 293 21,434企業債利息 下水道事業債償還利子

び企業債取

扱諸費

 2.雑支出 4,0787,255 3,177 7,255消費税及び 消費税及び地方消費税

地方消費税

 3.特別損失 4,3784 △4,374

 1.固定資産売 11 0 1固定資産売 存目

却損 却損

 2.災害による 11 0 1災害による 存目

損失 損失

 3.過年度損益 11 0 1過年度損益 存目

修正損 修正損

 4.その他特別 4,3751 △4,374 1その他特別 存目

損失 損失

 4.予備費 3,0003,000 0

 1.予備費 3,0003,000 0 3,000予備費 予備費
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収　　　入
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 345,461309,005 △36,456資本的収入

 1.企業債 155,700121,400 △34,300

 1.企業債 155,700121,400 △34,300 121,400企業債 66,400下水道事業債

55,000資本費平準化債

 2.補助金 189,305174,524 △14,781

 1.補助金 189,305174,524 △14,781 30,000国庫補助金 社会資本整備総合交付金

144,524一般会計補 下水道事業債元金償還補助金

助金

 3.負担金 455581 126

 1.工事負担金 455581 126 581工事負担金 下水道事業受益者負担金

 4.補償金 112,500 12,499

 1.補償金 112,500 12,499 12,500補償金 県補償金

　国道121号バイパス関連工事補償金
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支　　　出
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 380,864310,930 △69,934資本的支出

 1.建設改良費 161,891111,406 △50,485

 1.汚水管渠建 152,50077,850 △74,650 13,750委託料 県補償関連事業

設改良費 　国道121号バイパス関連下水管詳細設

　計業務委託料

64,100工事費 田島処理区公共桝設置工事請負費

社会資本整備総合交付金事業

　南郷処理区管渠布設等工事請負費

 2.処理場建設 9,39033,555 24,165 33,555工事費 処理場機械設備工事請負費

改良費 　田島都市環境センター

　南郷浄化センター

　田部処理場

　湯ノ花処理場

 3.営業設備費 11 0 1器具購入費 存目

 2.企業債償還 218,973199,524 △19,449

金  1.企業債償還 218,973199,524 △19,449 199,524元金償還金 下水道事業債元金償還金

金
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